
健全
平成21年度決算のあらまし

財政健全化指標はすべて　　

( 注 ) 特別会計は 15会計の合計額です。

一般会計

特別会計

歳　　入
(1 年間の収入 )

歳　　出
(1 年間の支出 )

歳　　入
歳　　出

平成 21年度

461億 3,667 万円
442億 3,353 万円
234億　　  6 万円
225億 2,879 万円

前年度比　

10.9％増
9.6％増
1.6％増
1.1％増

その他 1.8%
市債 6.9%

地方消費税交付金
2.7%

県支出金 3.1%

国庫支出金
13.5%

その他 3.0%

繰入金 4.3%
繰越金 2.7%
諸収入 4.9%

市税

57.1%

その他 1.4%
積立金 3.1%

補助費等
11.3%

繰出金
13.2%

物件費
17.1%

普通建設事業費
16.7%

公債費
4.4%

人件費
16.1%

扶助費
16.7%

● 一般会計歳入 ● 一般会計歳出

財政の健全化判断比率の報告 単位％

(注 ) ①（　）は早期健全化基準を示す。
②赤字額がないため，実質赤字比率と連結実質赤字比率は「－」表示となります。

健全化判断比率 実質

赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率

20年度
ー

（11.90）
ー

（16.90）
5.2

（25.0）
65.4

（350.0）

21年度
ー

（11.87）
ー

（16.87）
5.6

（25.0）
43.2

（350.0）

目的別の歳出内訳
款

１．民生費
２．総務費
３．土木費
４．教育費
５．衛生費
６．公債費
７．消防費
８．議会費
9．その他

38.6
16.2
15.2
11.9
6.8
4.4
3.4
0.8
2.7

構成比（％）

○自治体の財政状況を早期に把握し、破綻を防ぐこ
とをねらいとして、制定されたものです。
○毎年度、実質赤字比率など４つの財政指標を算定
のうえ、監査委員の審査に付して、議会に報告し、
議会・住民のチェックを受け、財政規律の強化を
図ることを目的としています。 

○これにより、自分たちが住む自治体の財政状況は、
「赤字」なのかどうか、「借金」「貯金」はどのくら
いあるのかなどが明らかになります。
○早期健全化計画、財政再生計画、経営健全化計画
を策定する際には、議会が議決し、住民に公表さ
れます。

②赤字額がないため，実質赤字比率と連結実質赤字比率は「－」表示となります。

○自治体の財政状況を早期に把握し、破綻を防ぐこ
とをねらいとして、制定されたものです。

健全化判断比率とは？
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※討論……提出された議案等の審議の最終段階で、賛成・反対の意見を述べることを討論と言います。
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議会のことば

特別委員会　～重要案件の審査などで設置～

常任委員会とは本質的に異なり、案件の内容が 2 以上の委員
会にまたがるとか、特に重要案件で、特別の構成員により審査
する必要がある場合などに設けられます。議会の議決により設
置し、その存続は議会から付託された事件が審査されている期
間に限定されます。
今議会で設置した「第 4 次総合振興計画審査特別委員会」は、
平成23年度からスタートする総合振興計画基本計画という重要
性を考え、多くの目でチェックする必要があることから、特別
委員会を設置して審査することとなりました。
特別委員の選出に当たっては、議会運営委員会で協議されま
すが、今回は市長附属機関、すなわち行政の内部機関として設
置されている総合振興計画審議会に議会選出として入っている
5人の議員及び議長を除く19人で構成することにしたものです。
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委員会提出議案を可決

地方税法改正に関する意見書
◇地方税法の一部改正の採決については、
地方議会の審議を考慮して、年度内に一
定程度の日数を残して議決するよう国会
及び政府に要請する。
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とだ議会だより 166 号


